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　平成17年9月、筑波大学の学生・教職員

のための｢公共交通｣としてキャンパス交

通システム（以下、新学内バス）の運航が

開始された。新学内バス導入により、筑波

大学はどのように変わったのであろうか。

　本稿では、新学内バスの概要と導入経緯

を紹介するとともに、その利用実態ならび

に筑波大学全体に与えた影響を報告する。

1．新学内バスシステムの導入経緯

　広大なキャンパスを持つ筑波大学では、

教育・研究環境整備の観点から、構成員（学

生・教職員）のための学内移動手段として

学内連絡バスが不可欠となっている。しか

しながら、昭和52年11月に運行を開始した

旧学内連絡バスは、限られた予算下での運

行のため利便性に欠けるといわざるを得ず、

1便あたり利用者数は約11人と十分に活用

されているとは言い難かった。加えて、運

行人員が、大学の独立行政法人化により人

員削減の対象となる等、現行通りの学内連

絡バスの運行は極めて困難であり、システ

ム廃止をも含め再考すべき時期に来ていた。

また、増大する自動車利用の適正化と駐車

場の整序化を目的とした学内駐車場の有料

化施策が 2003年に導入されたことに伴い、

自動車の代替手段としての学内バスシステ

ムを検討する必要があった。

　これら二つを背景として、新学内バス導

入に向けた具体的な取り組みは、2004年春

に始まった。まず、社会工学類の都市計画

実習交通班により、標本抽出による交通行

動アンケート調査、4日間の関東鉄道路線

バス乗り込み調査で構成される学内交通実

態調査が実施された。ここで、筑波大学関

係者による路線バスの年間支払い総額の推

計と、既存学内バスの代替となるバスシス

テムの提案がなされた。この提案を参考に、

筑波大学交通安全対策委員会に設置された

ワーキンググループ（WG）によって新学
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内バスシステムの原案が作成され、学内で

計六回の広聴会（公聴会ではなく「広く意

見を聴く会」）、関東運輸局との運賃体系の

調整、学内各部署（施設、財務、人事）との

調整を経て、2005年8月のつくばエクスプ

レス開業とともに現行の新学内バスが導入

された。このシステムは、学生証にシール

を添付することで定期券とし、学生 4,200

円、教職員8,400円／年の安価で提供するも

のである。

　これら新学内バス導入経緯を時系列でな

らべたものを表 1に、旧学内連絡バスとの

相違点を表2に示す。

（1）三つの関門

　新学内バスシステムは、表 1に示したス

ケジュールで検討を重ねて実現したもので

あるが、その道のりは決して平坦なもので

はなかった。以下に導入に際し直面した三

つの大きな「関門」について述べる。

第一の関門：関鉄バスとの交渉

　2004年5月に実施したバス利用実態調査

分析結果より、筑波大学関係者のバス年間

支払い総額は約4,500万円と推計された。同

年 6月、関東鉄道バスとの交渉にこの金額

を提示したところ、季節変動やTX開業効

果を考慮していないことから過小評価の可

能性を指摘され、5,500万円は支払っても

らう必要があるのでは？等々、交渉は難航

した。ここで社内の調整にご活躍いただい

たのが、関東鉄道バスの長谷川専務（当時）

である。数回に渡る交渉の結果、筑波大学

表2　旧学内連絡バスと新学内交通システムの相違点

　 旧学内連絡バス 新学内交通システム

運行主体 筑波大学 関東鉄道

運行日
平日のみ
（休業期間は間引き運転または運休）

毎日

運行時間 8：00～18：00 6：00～23：00

運行本数
右回り・左回りそれぞれ30分毎
（合わせて15分毎）

つくばセンター発
平日　18本/時（最大）
休日　5本/時（最大）

運賃 無料 通常運賃（160円～260円）

運行経路 筑波大学中央～図書館情報専門学群 筑波大学中央～つくばセンター

表1　新学内バスの導入経緯

背景：学内バス廃止の動き（運行人員削減）
　　　学内交通問題の顕在化（駐車場、学内バス）
2004年4月－6月 ：学内交通実態調査（都市計画

実習交通班）
2004年秋－冬：広聴会（6回程度）
2005年初頭－3月 ：関東運輸局との調整
2005年初頭－7月 ：大学内の調整
2005年8月末 ：新学内バス導入
2006年4月－6月 ：利用促進モビリティ･マネジメ

ント実施
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が関東鉄道バスに 5,000万円支払い、筑波

大関係者に学内周辺路線を乗り放題とする

サービスに双方合意した。これが第一の関

門であった。

第二の関門：関東運輸局の行政指導

　関鉄バスとの合意を得て、筑波大が関鉄

バスにバスサービスの代価として 5,000万

円支払う旨を関東運輸局に打診したところ、

運輸局が難色を示した。道路運送法第 9条

に、一般旅客を対象とする公共交通におい

ては「特定の旅客に対し不当な差別的取扱

い」を禁じる条項があり、筑波大と関鉄バ

スの協定はそれに抵触するとの判断であっ

た。一般旅客と混乗する路線にこのような

運賃設定は「不当な差別的取り扱い」だと

いうのである。

　この条項をクリアするため、当初無料を

想定していたバス定期券に受益者負担のコ

ンセプトを取り入れ、大学が5,000万円で定

期券6千枚を購入し、1枚8,000円で大学関

係者に販売するという案を運輸局に提示し

た。しかしこれも割引率90%以上の定期券

となり、格差が大きすぎるとの判断でつき

返されてしまう。

　困っていた矢先、関東鉄道バスが「大口

特約一括定期」というアイデアを提案して

きた。これは大学が一括して定期券を購入

し、大学が各利用者に再販売するシステム

で、関東鉄道バスには定期券販売に関する

リスクは無いことになる。このため、思い

切った値段設定が可能となったほか、他の

組織から同様の申し出があれば受け入れる

という前提を設け、公平性をも担保可能と

なった。

　こうして、日本で初めての「大型特約一

括定期」によるバスサービスが実現するこ

とになったのである。

第三の関門：大学内の新制度創出

　関鉄との契約は、大学から5,000万円支払

うことで合意した。しかし、①定期券が売

れ残ったらどうするのか、②通勤手当にバ

ス代をどう位置づけるのか、③販売ルート

はどのように確保するのか等、前例の無い

学内の問題が山積していた。

　これらの問題は、財務部、人事部、総務

部の各部署による積極的な取り組みにより、

①定期券が売れ残ったとしても筑波大学全

体の収支としては以前よりも黒字となる、

②バスの通勤手当は定期券による現物支給

とする、③販売ルートは書籍販売の丸善に

委託する等、新しい制度創出によりクリア

できた。

（2）関係各位との協働

　新学内バスは、大学事務局、学生、関東

鉄道バスなど関係各位の協働で実現したシ

ステムである。逆に言えば、どの主体が欠

けても、実現しなかったであろう。バス利

用実態の調査・分析を担当した都市計画実
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習の3年生、全代会厚生委員会の交通グルー

プ、学内の調整に奔走した総務部の担当者、

担当副学長．．．。これら学内の関係者の検討

の場として設けられたのが、先に述べた筑

波大学交通安全対策委員会新学内バスWG

であった。このWGには、先に述べた関係

者に加え、施設・財務・人事の担当者、そ

してオブザーバーとして筑波大学新聞の記

者も参加しつつ計 10回に及ぶ公開・非公

開の検討を重ねた。

　そして忘れてはならないのが、交通事業

者として筑波大学の交通を共に考えた（株）

関東鉄道バスの長谷川専務（当時）が果た

した役割である。社内の調整・説得を一手

に引き受けてくれたほか、全国初の大口特

約一括定期のアイデアを出したのも彼で

あった。

　こうした関係者の協働が実を結び、筑波

大新学内バスは誕生したのである。

2．利用促進の取り組み

　新学内バスは、国内の大学では類を見な

い便利で安価なシステムである。しかし、

そのようなシステムが存在すれば必ず使っ

てもらえる、とは限らない。事実、導入初

年度の 2005年度は、大学が用意した 6,000

枚定期券のうち、3,000枚強の販売実績に留

まった。この理由としては様々なものが考

えられるが、新学内バスの存在を｢知らな

い｣、あるいは知っていても｢申し込み方法

や使い方を知らない｣人々が多かったので

はと推測された。そこで、新学内バスのさ

らなる周知と利用促進のため、学群生・院

生と教職員を対象に、路線図や時刻表を含

めた適切な情報提供の取り組みを実施した。

また、新入生の入学手続き書類に新学内バ

スの定期券申込用紙を同封することで、入

学と同時に定期券購入を勧める利用促進策

も併せて実施している。

3．新学内バスシステムの利用実態

　新学内バス導入による効果計測のため、

導入前後（2004年7月ならびに2006年4-6月

と11月）において筑波大学構成員を対象と

した交通行動実態調査を実施した。以下に、

そのデータならびに既存データを用いて筑

波大学構成員の交通行動実態の概要を報告

する。

　図1は学内バス定期券の販売枚数の推移

図1　学内バス定期券販売数の推移
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である。平成 17年度は学生、特に学群生の

購入数が増加した。これは先に述べた利用

促進の取り組みで、新入生の購入数が増加

したことに起因している。

　筑波大学循環線輸送人員の推移（図2）を

みると、平成17年秋期は平成16年秋期の倍

以上の乗客数となっている（データ提供：

関東鉄道バス）。

　図3は、2006年度調査における属性別の

交通機関分担率である。学群生よりも大学

院生の自動車利用率が高い一方で、キャン

パスバスや徒歩の比率も高くなっており、

大学院生の方が多様な交通手段選択を行っ

ていることが伺える。また、職員は自動車

利用率が高く、教員は職員に比べキャンパ

スバスや路線バスの利用率が高い。

4．新学内バス導入によるインパクト

　以上述べたように、新学内バスシステム

の導入後 1年たち、利用者は順調に増加し

ている。では、新学内バス導入が筑波大学

に与えた量的・質的なインパクトとしてど

のようなものが挙げられるのであろうか。

　第一に、学内全体への量的効果として、

（1）経費節減、（2）環境負荷の低減、（3）公

平性の確保、を挙げることができる。学内

バスの運行経費については、旧学内バスシ

ステムでは 7千万円／年程度であったが、

平成17年度は2,600万円程度（いずれも筆

者らの試算による）の見込みであり、学内

の経費節減に大きく貢献している。また、

環境負荷について、自家用車利用がバスに

転換することにより（図 4）、通勤・通学交

通におけるCO2排出量が全学で約12%削

減された（都市交通研究室の試算による）。

さらに、自家用車を使えない人々に対する図2　筑波大学循環線輸送人員の推移

図3　通勤・通学の交通機関分担率 図4　属性別通勤・通学の交通手段変化
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公平性の確保と言う観点からも、一定の効

果があることは間違いないだろう。

　第二に、筑波大学構成員のキャンパスラ

イフの質の向上が考えられる。一例として、

学群生（2-3年生）の交通行動を図5、図6に

示す。つくば市内の私用目的とトリップ（買

い物・社交・娯楽）における交通手段に

ついて、新学内バス定期券の保有・非保有

で比較すると（図 5）、定期券を持っている

学生は、通学や学内移動のみならず、買い

物・社交・娯楽にも新学内バスを利用して

いることが示されている。また、新しい商

業施設や娯楽施設が集積しているつくばセ

ンターへの訪問回数を平日・休日別にみる

と（図 6）、定期券を持っている学生は平日

にも休日にも、気軽につくばセンターに立

ち寄っていることがわかる。自転車・自動

車などによる訪問回数は、定期券の有無で

大きな差が見られないため、新学内バスに

よって訪問回数が増加している傾向が示さ

れたと言える。

　定期券を持っている学生のほうが幅広い

交通手段の選択肢をもち、つくばセンター

への立ち寄り回数も多いことから、新学内

バスにより学生生活を豊かにしている可能

性が示唆された。

5．新学内バスシステムの今後に向けて

　新学内バスシステムの導入により、筑波

大学構成員の交通行動は少なからず変化し、

学内全体に様々なインパクトを与えた。今

後は、新学内バスをより使いやすくするた

めにも、定期的な利用者評価とそれを受け

たシステム改訂を継続的に実施していく必

要がある。

参考文献：計良 聡範：筑波大学における

新たな学内バス導入のための交通行動把握

と需要予測、平成16年度筑波大学社会工学

類卒業論文、2005．

（いしだはるお／国土計画・交通計画）
（たにぐちあやこ／都市交通計画）

図5　つくば市内 私用目的tripの交通手段

図6　平日休日別つくばセンター訪問回数




